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「取り残された被災者」へ行政が“攻める”
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被災者台帳から“取り残された被災者”を把握できる

・被災者台帳では全ての被災者が把握できている

・支援メニューごとの申請状況から差分を見つけ出す

・“取り残された被災者”の個別課題を把握する

・行政から積極的な働きかけが実現される
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被災者

被災者台帳

取り残された
被災者

個別の課題の把握

行政からの積極的な
働きかけ

各種の支援

被災者台帳から“取り残された被災者”をあぶり出す
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・個別に被災者の再建状況も把握しなければならない

１．個別に被災者の属性情報や再建状況を閲覧する

２．個別の対応記録を確認する

３．条件に基づいて集計を行なう

申請者
情報

り災者
情報

建物調査
状況

建物所有
状況

世帯の
基本情報

支援の
進捗状況

PDFで
表示

被災者支援業務管理システム
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被災者認定の見直しが求められる
・「被災者世帯」が災害発生前とは異なる
・「どこを居宅としているか」が不明確

これらを確定するためには，
１．災害発生時における被災者の生活実態の調査
２．根拠資料の提示と確認

被災者をどう認定するか
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“攻めの行政”を確立するには被災者台帳が欠かせない
→ 一元的な被災者台帳において各種の支援状況を把握し，

被災者の生活再建の状況を包括的に把握する．

被災者台帳が“攻めの行政”を実現する
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テーブル定義の見直しから実施中

被災者支援業務管理システム


